再　意　見　書
平成１２年２月７日
電気通信審議会
電気通信事業部会長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　 郵便番号　163-8003

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とうきょうとしんじゅくにししんじゅく
　　　　　　　　　　　　　　　　　 住　　所　東京都新宿区西新宿二丁目３番２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　けいでぃでぃかぶしきがいしゃ
　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　　名　ＫＤＤ株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　だいひょうとりしまりやくしゃちょう　にしもと　ただし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　　西本　正
電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成１２年１２月１７日付け郵通議第１００号で公告された接続約款案に関し、別紙のとおり再意見を提出します。
（別紙）
平成１２年１月７日提出の意見に対する東西ＮＴＴ地域会社殿の回答等は現段階では提出されておらず、算定根拠等について明確になっていないものがございますが、各社より提出された意見等を踏まえ、次のとおり弊社意見を述べさせて頂きます。
１．中継伝送機能（専用型）の基本額

【第二電電株式会社殿意見】
ユーザ向け料金にあるように、通常の料金は、回線単位が大きくなるほど、設備の効率化が図られ料金水準も低廉化される構造になっていますが、今回申請された料金水準は、ユーザ向け料金の回線規模による効率化と比べると格段に悪い結果となっています。
これが真実であれば、ＮＣＣ側が知ることの出来ない本機能の回線収容設計において、非常に効率の悪い収容設計を行っていると推測されます。

　　　　日本テレコム殿、ＮＴＴコミュニケーションズ殿からも同様意見あり。

第二電電（株）殿の意見に賛同いたします。
平成１２年１月７日提出の意見書で弊社も述べさせて頂いたとおり、交換伝送機能の同一品目と比較した場合に中継伝送機能（専用型）の料金の方が割高となる区分が多く、特に回線速度が高速となるとその格差が大きくなっております。このような格差が生じる理由を明確にし、収容設計に非効率性がないか検証する必要があると考えます。
２．地域ネットワーク規模の経済性への貢献度の反映

【エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社殿意見】

現行の網使用料では、接続による利用の多少に関わらず、単位あたりの料金が一律となっていますが、専用線に関しては、各事業者の購入量によるコスト変動要素を料金に反映させることを要望します。

購入量によるコストの変動要素についてその具体的内容を検証した上で、接続料への反映是非を検討すべきであると考えます。

その上で、各事業者の購入量によるコスト変動要素を接続料に反映させる場合には、東西ＮＴＴ地域会社（指定設備利用部門）とその他の事業者で接続料の水準が異なることとなるなど、圧倒的な購入量を有する事業者が大きなメリットを享受することとなる可能性について、公正競争促進の観点から検討を要するものと考えます。

３．パブリックコメント提出ルールについて

【東京通信ネットワーク株式会社殿意見】
　（２）再意見提出の在り方について
（前略）ＮＴＴの再意見に対する接続事業者の再意見を述べる機会をぜ　　　　　

ひ設けて頂きたく要望いたします。　（後略）

東京通信ネットワーク（株）殿の意見に賛同いたします。
接続事業者の意見に対する東西ＮＴＴ地域会社殿の再意見により、算定の考え方等が明らかになっても、接続事業者がその内容に基づいて意見提出を行うことができません。

手続きの迅速化の観点から意見提出の機会を適正な回数とすることについては理解いたしますが、接続料改定等、特に経営に重大な影響を与えるＮＴＴ接続約款の変更に関しましては、事前質問等により接続事業者が変更内容を十分に理解した上で意見提出が可能となるようにしていただきたいと考えております。

４．長期増分費用方式への期待

【東京通信ネットワーク株式会社殿意見】
（前略）　現在別途検討が進められている長期増分費用方式は、ＮＴＴの非効率性排除の効果が期待できる方式ですが、マスコミ報道にみられるような数年かけて▲１６．７％（ＧＣ接続料）という水準では現行方式による対前年比とほとんど変わらない結果となってしまいます。
（中略）　長期増分費用方式への期待は一層高まっており、接続事業者のこうした期待に応える措置がとられるよう要望いたします。

東京通信ネットワーク（株）殿の意見に賛同いたします。
長期増分費用方式を用いて接続料から非効率性を排除し、接続料が低廉化することにより、競争事業者がより低廉な利用者料金を設定することが可能となることから、利用者利便の向上及び電気通信市場の活性化が期待されます。

したがいまして、接続料算定の在り方についての意見募集の際に多くの事業者から要望された長期増分費用モデルのケースＢを早期に導入し、競争促進的な接続料が算定されることを要望いたします。

なお、ケースＢ導入により利用者の基本料が月額３００円程度値上げになるなどの報道が新聞等でなされておりますが、基本料への影響につきましては東西ＮＴＴ地域会社殿が詳細な根拠等を開示し、事業者及び有識者等が意見・要望を述べる機会を設けていただくなど、オープンな議論が実施されることを要望いたします。
５．ＮＴＴの再編成

【第二電電株式会社殿意見】
· 接続の同等性確保の観点から、上記条文の規定について、特定中継事業者、特定協定事業者及び特定端末系事業者を区別して規定する理由について明記する必要があると考えます。
· ＮＴＴ東西両地域会社は、前述の規定に至った理由について解消する時期を明記する必要があると考えます。

第二電電（株）殿の意見に賛同いたします。
ＮＴＴの再編成については、今後も継続して再編後の状況を注視し、公正競争条件が担保されているか検証していく必要があると考えます。その一環として、現状の接続約款におけるＮＴＴグループ各社と他事業者との区別については、その必要性を明確にし、期限を定めて解消していくべきであると考えます。ＮＴＴ東西地域会社殿の接続約款においてＮＴＴグループ各社と他事業者の接続条件が同一となることにより、接続条件の同等性が確保されるものと考えます。
６．加入者交換機機能メニュー

【第二電電株式会社殿意見】
· 実際にＮＴＴコミュニケーションズが利用できる機能については、加入者交換機機能メニューにはない機能が含まれています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· ＮＴＴコミュニケーションズとその他の事業者との間の接続の同等性を担保するためには、ＮＴＴ東西地域会社は期限を区切ってこうした格差を解消する必要があると考えます。
· 前述のような機能を加入者交換機機能メニューに組み入れる際の費用については、ＮＴＴコミュニケーションズを含めた全事業者による費用負担とする必要があると考えます。

第二電電（株）殿の意見に賛同いたします。
特に平成１３年度に予定されている番号ポータビリティの導入の際にＮＴＴコミュニケーションズと他事業者との間で接続できる機能に格差がある場合には、番号ポータビリティの普及に大きな支障となると考えられ、番号ポータビリティ導入の目的である利用者利便の向上が実現できなくなる可能性があると考えます。
以上

